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１．ニーズ
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○ 国際航空貨物需要は、アジア域内及びアジア・欧米間において特に高い伸びが予測されている。

○ 日本発着の国際航空貨物需要についても、中長期的には増加が予測されているものの、人口減少社会の到来、日本企業の
生産拠点の海外移転、燃油価格の高騰等により、将来の見通しについては不透明感が強まっている。

○ 世界・アジアの航空物流における日本発着貨物の位置づけは、長期的に低下していくことが懸念されている。

【１．ニーズ】 世界・アジア・日本の航空貨物需要動向

備考：関西国際空港開港以前は大阪国際空港における貨物量、中部国際空港開港以前は名古屋空港における貨物量を示す。
貨物量は直送・継越を含む。
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資料：「World Air Cargo Forecast 2006-2007」（Boeing） 、 「GROWTH IN AIR TRAFFIC PROJECT TO CONTINUE 
TO 2025」（ICAO）より国土交通省航空局作成
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資料：「日本出入航空貨物路線別取扱実績」（国土交通省）より国土交通省航空局作成
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【IATA加盟航空会社の国際航空貨物輸送トンキロ上位１０社の変遷】

事業者名 輸送量 事業者名 輸送量 事業者名 輸送量 事業者名 輸送量 事業者名 輸送量

1 日本航空 2,402 ルフトハンザ航空 4,001 ルフトハンザ航空 5,812 ルフトハンザ航空 7,096 大韓航空 8,680

2 ルフトハンザ航空 2,391 エアフランス 3,276 エアフランス 4,363 大韓航空 6,357 ルフトハンザ航空 8,077

3 エアフランス 2,256 日本航空 3,238 大韓航空 4,233 シンガポール航空 6,020 シンガポール航空 7,991

4 フライングタイガー 1,871 フェデラルエクスプレス 2,783 シンガポール航空 3,666 エアフランス 4,968 キャセイパシフィック航空 6,914

5 KLMオランダ航空 1,396 英国航空 2,257 KLMオランダ航空 3,612 英国航空 4,555 フェデラルエクスプレス 6,136

6 英国航空 1,137 KLMオランダ航空 2,124 日本航空 3,509 フェデラルエクスプレス 4,456 中華航空 6,099

7 大韓航空 1,055 シンガポール航空 1,696 英国航空 3,196 日本航空 4,321 エアフランス 5,864

8 シンガポール航空 981 キャセイパシフィック航空 1,415 キャセイパシフィック航空 2,790 キャセイパシフィック航空 4,108 カーゴルクス 5,237

9 ノースウエスト航空 742 ノースウエスト航空 1,171 フェデラルエクスプレス 2,589 KLMオランダ航空 3,964 エバー航空 5,160

10 アリタリア航空 732 アリタリア航空 1,139 ノースウエスト航空 1,850 カーゴルクス 3,523 エミレーツ航空 5,027

27　日本貨物航空 190 12　日本貨物航空 872 13　日本貨物航空 1,556 13　日本貨物航空 2,186 13　日本航空 4,286

28　全日本空輸 589 25　全日本空輸 1,121 21　日本貨物航空 2,218

31　全日本空輸 1,136

　　年
順位

1985 1990

単位：百万トンキロ

1995 2000 2006

【国際貨物取扱量上位１０空港の変遷】

1 成田 香港啓徳 香港啓徳 香港　ﾁｪｸﾗｯﾌﾟｺｯﾌﾟ 香港　ﾁｪｸﾗｯﾌﾟｺｯﾌﾟ 香港　ﾁｪｸﾗｯﾌﾟｺｯﾌﾟ 香港　ﾁｪｸﾗｯﾌﾟｺｯﾌﾟ 香港　ﾁｪｸﾗｯﾌﾟｺｯﾌﾟ 香港　ﾁｪｸﾗｯﾌﾟｺｯﾌﾟ 香港　ﾁｪｸﾗｯﾌﾟｺｯﾌﾟ 香港　ﾁｪｸﾗｯﾌﾟｺｯﾌﾟ 香港　ﾁｪｸﾗｯﾌﾟｺｯﾌﾟ

2 香港啓徳 成田 成田 成田 成田 成田 成田 成田 成田 成田 成田 ｿｳﾙ 仁川

3 ﾏｲｱﾐ ﾏｲｱﾐ ﾏｲｱﾐ ﾏｲｱﾐ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ｱﾝｶﾚｯｼﾞ ｿｳﾙ 仁川 ｿｳﾙ 仁川 ｿｳﾙ 仁川 ｿｳﾙ 仁川 成田

4 ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ｿｳﾙ 金浦 ｿｳﾙ 金浦 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ｱﾝｶﾚｯｼﾞ ｱﾝｶﾚｯｼﾞ ｱﾝｶﾚｯｼﾞ ｱﾝｶﾚｯｼﾞ

5 ﾆｭｰﾖｰｸ ｹﾈﾃﾞｨ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ｿｳﾙ 金浦 ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ｱﾝｶﾚｯｼﾞ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ｱﾝｶﾚｯｼﾞ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ

6 ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ﾆｭｰﾖｰｸ ｹﾈﾃﾞｨ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ﾛﾝﾄﾞﾝ ﾋｰｽﾛｰ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ｱﾝｶﾚｯｼﾞ ﾊﾟﾘ ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ﾌﾗﾝｸﾌﾙﾄ ﾏｲﾝ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ ﾁｬﾝｷﾞ

7 ﾛﾝﾄﾞﾝ ﾋｰｽﾛｰ ｿｳﾙ 金浦 ﾆｭｰﾖｰｸ ｹﾈﾃﾞｨ ｿｳﾙ 金浦 ﾏｲｱﾐ ﾛﾝﾄﾞﾝ ﾋｰｽﾛｰ ﾏｲｱﾐ ﾊﾟﾘ ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ 台北 台北 台北 ﾊﾟﾘ ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ

8 ｿｳﾙ 金浦 ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ﾛﾝﾄﾞﾝ ﾋｰｽﾛｰ ﾆｭｰﾖｰｸ ｹﾈﾃﾞｨ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ 台北 ﾊﾟﾘ ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ ﾊﾟﾘ ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ ﾊﾟﾘ ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ 上海 浦東

9 ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ﾛﾝﾄﾞﾝ ﾋｰｽﾛｰ ﾛﾝﾄﾞﾝ ﾋｰｽﾛｰ ﾆｭｰﾖｰｸ ｹﾈﾃﾞｨ ﾆｭｰﾖｰｸ ｹﾈﾃﾞｨ ﾏｲｱﾐ 台北 ﾏｲｱﾐ ﾏｲｱﾐ ﾏｲｱﾐ 上海 浦東 台北

10 ﾊﾟﾘ ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ ﾊﾟﾘ ｼｬﾙﾙ･ﾄﾞ･ｺﾞｰﾙ ｱﾝｶﾚｯｼﾞ ｱﾝｶﾚｯｼﾞ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ﾛﾝﾄﾞﾝ ﾋｰｽﾛｰ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ ｱﾑｽﾃﾙﾀﾞﾑ ｽｷﾎﾟｰﾙ

　　年
順位

出典： ACI Worldwide Airport Traffic Report

2003 2004 2005 20061999 2000 2001 20021995 1996 1997 1998

【１．ニーズ】 日本の空港・航空会社の相対的地位の低下

○ 成田空港の国際貨物取扱量は、２００６年に仁川空港に抜かれ、現在は世界第３位である。

○ アジアを始めとする世界の航空会社の輸送量は、我が国の航空会社を上回る伸びを示している。

資料：「World Air Transport Statistics」（IATA）より国土交通省航空局作成

資料：「World Airport Traffic Report」（ACI）より国土交通省航空局作成



5【１．ニーズ】 日本発着貨物の海外トランジット ～東アジア・トランジットの拡大～

海外トランジット率の推移 海外トランジット地域の変化（輸出） 海外トランジット地域の変化（輸入）

資料：「国際航空貨物動態調査」（国土交通省）より
国土交通省航空局作成

写真：仁川国際空港
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○ 日本発着貨物の海外トランジット率は、１９９９年以降、３０％前後を推移している。

○ 海外トランジット地域に関しては、韓国を始めとする東アジアのシェアの高さと拡大が目立っている。
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輸送実績（千トン） その他

北米発東南アジア向け

北米発中国向け

東南アジア発欧州向け

中国発欧州向け

他国発日本向け

日本発他国向け

東南アジア発北米向け

中国発北米向け

自国発着貨物

　成田空港は日本出入航空貨物路線別取扱

実績より、仁川空港は仁川空港公表資料よ

り作成した。

　継越貨物の発着地域は「平成18年度トラン

ジット貨物検討会」における各空港の自国航

空会社の取扱実績を基に方面別の構成比を

割り出し、各空港の年度実績に置き換えて作

成した。

　【各空港の対象会社】

　　成田：JAL、ANA、NCA

　　仁川：大韓航空、アシアナ航空

81％

52％
注記事項

6％

4％

9％

16％

9％

11％

12％

【１．ニーズ】 成田空港と仁川空港における際々トランジット

○ 中国・北米間の需給逼迫に伴い、中国発北米向け貨物の一部は、成田空港、仁川空港等の経由便に流入している。

○ 中国・東南アジア発欧米向けの貨物は、成田空港の貨物の約１割、仁川空港の貨物の約３割を占めている。

○ 成田・関空・中部における国際トランジット貨物の割合は約２割に留まるのに対して、仁川空港における国際トランジット貨物

の割合は約５割という高い水準を推移している。

備考：

成田空港のトランジット率は「日本出入航空貨物路線
別取扱実績」（国土交通省）をもとに、仁川空港のトラ
ンジット率は仁川空港ＨＰ資料をもとに作成。

トランジット貨物の発着地域は、「東アジア地域の主要
空港における国際航空貨物の流動実態に関する調
査」（国土交通省）より、両空港の自国航空会社取扱実
績の方面別構成比をもとに作成。

【対象航空会社】

成田空港：日本航空、全日本空輸、日本貨物航空

仁川空港：大韓航空、アシアナ航空
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資料：「TRAFFIC BY FLIGHT ＳＴＡＧＥ」（ＩＣＡＯ）より国土交通省航空局作成

○ アジアの中でも特に中国発着の国際航空貨物は、急速な経済成長を追い風として、年率６～１０％の高い伸びが見込まれて
いる。

○ 主要路線である中国・北米間において、航空貨物輸送の供給スペースは増加しているものの、東航の貨物便の貨物搭載率
（ロードファクター）は８０％以上の高水準を維持しており、需給の逼迫状況が続いている。

○ 一方、西航の貨物便の貨物搭載率は５０％前後に留まっており、片荷傾向が生じている。

【１．ニーズ】 中国発着貨物の国際流動実態

日本、中国、米国間の貨物便ロードファクター
（東航）

日本、中国、米国間の貨物便ロードファクター
（西航）

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2002 2003 2004 2005 2006

年中国→米国 中国→日本 日本→米国

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

2002 2003 2004 2005 2006

年中国←米国 中国←日本 日本←米国



8【１．ニーズ】 国際航空貨物の品目と特性 ～海上輸送と航空輸送～

○ 国際貨物輸送量においては海上輸送が太宗を占めるものの、輸送量伸び率において航空輸送は海上輸送を上回っている。

海上輸送
958,930（９９．７％）

航空輸送
3,173 （０．３％）

海上輸送と航空輸送の分担率 （2006年度）

海上輸送 105,114（７２％）

航空輸送
40,794 （２８％）

海上輸送と航空輸送の分担率 （2006年度）

［単位：１０億円］［単位：千トン］

80

100

120

140

160

180

200

220

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06

海上輸送

航空輸送

（％）

資料：「数字で見る物流」（（社）日本物流団体連合会）より国土交通省航空局作成

80

130

180

230

280

330

90 95 96 97 98 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 05 06

海上輸送

航空輸送

（％）
海上輸送と航空輸送の輸送量伸び率 （1990年を100%として計算）

（年度）

＜重量ベース＞ ＜金額ベース＞

（年度）

資料：「外国貿易概況」（（財）日本関税協会）より国土交通省航空局作成

海上輸送と航空輸送の輸送量伸び率 （1990年を100%として計算）



9

0 200 400 600 800 1,000 1,200 1,400

その他

国際宅配便

その他の機械機器

科学光学機器
ｶﾒﾗ・時計

電器計測機器

半導体等電子部品

音響機器
ﾗｼﾞｵ・ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰ

映像機器
ﾃﾚﾋﾞ・VTR

事務用機器
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ

金属・同製品

非金属鉱物製品

化学製品

繊維・同製品

食料品 2007年

1999年

0 200 400 600 800 1,000

その他

国際宅配便

その他の機械機器

科学光学機器
ｶﾒﾗ・時計

電器計測機器

半導体等電子部品

音響機器
ﾗｼﾞｵ・ﾃｰﾌﾟﾚｺｰﾀﾞｰ

映像機器
ﾃﾚﾋﾞ・VTR

事務用機器
ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰ

金属・同製品

非金属鉱物製品

化学製品

繊維・同製品

食料品

2007年

1999年

国際航空貨物の品目（輸出）

【１．ニーズ】 国際航空貨物の品目と特性 ～多様化と高付加価値化～

国際航空貨物の品目（輸入）

資料：「国際航空貨物動態調査」（国土交通省）

○ 航空貨物は、一般に、付加価値が高く、時間的な正確性を求められる貨物が多い。

○ 品目類型としては、①生鮮品、半導体等、商品特性上恒常的に航空輸送されるもの、②薄型テレビ、ゲーム機等、商品の

プロダクト・ライフサイクルに従って航空輸送されるもの、③部材補給、納期遅れ対応等、緊急的に航空輸送されるものがある。

（トン/日） （トン/日）
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○ フォワーダー、インテグレーター及び郵便事業者は、クーリエ（書類等）、スモール・パッケージ（製品サンプル、部品等）と

いった小口貨物を対象として、各種宅配サービスを提供している。

○ 国際小口貨物市場を巡り、フォワーダー、インテグレーター、郵便事業者の関係は、「棲み分け」から「競合・競争・提携」へと

大きく転換しつつある。

【１．ニーズ】 国際小口貨物市場の動向 ～棲み分けから競合・競争・提携へ～

エクスプレス・ドキュメント ～2.5ｋｇまで

エクスプレス・カーゴ ～32ｋｇまで

（一般）

～32ｋｇまで

（一般）

クロネコ国際メール便 ～1ｋｇまで

国際宅急便 ～25ｋｇまで

（ヤマト・ロジスティクスが販売）

エクスプレス・ドキュメント ←250ｇまで

ジャンボ・ボックス ～25ｋｇまで

ワールド・パーセル・エクスプレス ～50ｋｇまで

エクスプレス・パレット

～68ｋｇまで

フェデックス・インターナショナル・プライオ
リティ・フレイト

～30ｋｇまで

（なし）

【凡例】
書類 宅配便 一般貨物

（書類・宅配便・一般共通）

（信書、書類、宅配便共通）

50ｋｇ 68ｋｇ
サービス名称

重量

30ｋｇ 32ｋｇ2.5ｋｇ 25ｋｇ250ｇ 1ｋｇ
提供事業者

（書類・宅配便共通）

ＦＥＤＥＸ

ＵＰＳ

日本通運

ヤマト運輸

ＤＨＬ

近鉄エクスプレス
クーリエ （書類・宅配便共通）

郵便事業

フェデックス・インターナショナル・プライオ
リティ

（名称及び重量等の指定無し）

国際郵便（ＥＭＳ含む）

ス
モ
ー
ル
・パ
ッ
ケ
ー
ジ

ク
ー
リ
エ

一
般
貨
物
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野  菜

果  物

水産品

動  物

植  物

その他の農畜産品

金属類

機  械

機械部品

医薬品

その他の化学製品・窯業品

紙・パルプ

製造食品・飲料

糸・織物

衣  類

新聞・出版物

書類・印刷物

証券類

ＣＤ等電子媒体（磁気テープ）

その他の日用品

貴金属・美術品・骨とう品

その他の製造工業品

その他

2005年

1996年

自動車

鉄道

航空

内航海運

○ 国内貨物輸送量においては陸上輸送（自動車等）が太宗を占めている。
○ 航空輸送は、輸送量では微少であるが、他の輸送モードが減少傾向にあるのに対し、唯一増加傾向を示している。

50

60

70

80

90

100

110

120

130

1990 91 92 93 94 95 96 97 98 99 2000 01 02 03 04 05

鉄道
自動車
内航海運
航空

（％）

（年度）

4,965,874(91.1%）

備考：1990年を100%としてパーセンテージを表示。
資料：「陸運統計要覧」（国土交通省）

52,473(0.9%）426,145(7.8%）
1,082 

(0.02%）

単位：千トン

【１．ニーズ】 国内航空貨物の動向

国内航空貨物の品目

資料：「航空貨物流動実態調査」（国土交通省）

輸送モード別伸び率（重量ベース）

（トン／日）

輸送モード別重量分担率（2005年度）
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２．サービス



13【２．サービス】 国際航空貨物のスペース・運賃の推移

○ 国際航空貨物輸送のスペース供給量は、航空機材の増加・大型化に伴い、長期的に増加傾向にある。

○ １９９８年以降の国際航空貨物運賃（日本発着）は全体として横ばいの傾向にある。

○ ２００４年以降、航空機燃料価格の高騰に伴い、燃油サーチャージ（ＦＳＣ）が上昇している。

備考：１バレル＝約１５９ℓ

ＦＳＣは、本邦航空会社３社の平均値（貨物搭載重量（ｷﾛｸﾞﾗﾑ）当たり単価）

資料：米国エネルギー庁資料等より国土交通省航空局作成

備考：２０００年を１００とする指数

資料：日本銀行「企業向けサービス価格指数」より国土交通省航空局作成
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日本発着貨物量の推移及び本邦航空会社のシェア

0
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200
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350

9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 年度

万トン

外国企業

本邦企業

【２．サービス】 本邦航空会社の国際貨物ネットワークと日本発着シェア

資料：「OAG時刻表」（2007年11月）より国土交通省航空局作成

資料：「OAG時刻表」（2007年11月）より国土交通省航空局作成 資料：「OAG時刻表」（2007年11月）より国土交通省航空局作成

資料：「日本出入航空貨物路線別取扱実績」（国土交通省）

○ 本邦航空会社は、我が国の国際拠点空港（成田、関空、中部）を主な拠点として、国際貨物ネットワークを構築している。

○ 日本発着貨物の本邦航空会社による積み取り率は、約４割を推移している。
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近鉄ｴｸｽﾌﾟﾚｽ

日本通運

キャリア フォワーダー インテグレーター 郵便事業者

ＵＰＳ

ＦｅｄＥｘ

オランダ郵政

DHLジャパン

DHL

米国郵政公社

中国郵政局

ドイツポスト

フランス郵政

エアボーン

商船三井

ＡＮＡ

ＮＣＡ

ＪＡＬ

ＧＸＹ

ヤマト運輸 郵便事業㈱

佐川急便

郵船航空サービス

佐川グローバルロジスティクス

商船三井
ロジスティクス

ヤマトロジスティクス

子会社

現地法人

2003年買収

2006年12月

1999年12月

1998年12月

2001年1月

2000年9月

2004年3月解消

1994年9月

2001年1月

子会社

子会社

子会社

1.4％出資

最大50％出
資

兄弟会社

4.6％出資

最大10％出資

10％出資

子会社

2001年1月

5％出資

2007年10月

2006年4月

凡
例

：資本関係（→の方向に出資）

：提携関係（×は解消済）

：グループ関係

2007年8月

兄弟会社

20％弱出資

2006年5月

日本郵船

オランダ郵政ＴＮＴ

子会社

子会社

2006年3月

DHLグローバルメール・ジャパン
現地法人現地法人

ＡＮＡ＆ＪＰエクスプレス

子会社

【２．サービス】 航空物流業界の動向

○ 航空会社、フォワーダー、インテグレーター、郵便事業者は、荷主ニーズの多様化・グローバル化に対応して、サービス・メニュー

の拡充に努めるとともに、グローバル・ネットワークの構築、国際競争力の強化を図っている。

○ 近年、航空物流業界の合従連衡は加速しており、また、従来の業態や国境を越えた提携も増加している。
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３．オペレーション
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出荷 蔵置 通関

検収検収 計量 搭載

出荷 蔵置 通関 検収ULD化 計量 搭載

荷主通関

荷主バンニング

物流子会社

通関手続き不要

フォワーダーﾋﾞﾙﾄﾞｱｯﾌﾟ

ULD化

出荷 蔵置 通関 検収検収 ULD化 計量 搭載基本型

出荷 検収 蔵置 ULD化検収 計量 搭載国際郵便

出荷 検収 蔵置 通関 計量 搭載エクスプレス

インテグレーター

出荷 検収 蔵置 通関 ULD化 検収 計量 搭載インタクト

検収 ULD化 計量 搭載

荷主ﾋﾞﾙﾄﾞｱｯﾌﾟ

【３．オペレーション】 航空貨物の輸送プロセス

物流事業者
（フォワーダー、ＪＰ）

航空会社荷主

○ 航空貨物の輸送プロセスには、荷主、物流事業者、航空会社等、様々な主体が関与している。

○ 荷主ニーズの多様化・高度化に応じて、荷主、物流事業者、航空会社間の役割分担の異なる、様々な輸送モデルが派生して

いる。

ﾌｫﾜｰﾀﾞｰﾋﾞﾙﾄﾞｱｯﾌﾟ

荷主による自社通関

ULD化
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（例）HACTL（香港航空貨物ターミナル）における輸出フロー
フォワーダー上屋

梱包
出荷

搬入
検収

セキュリティ
チェック

トラック積載
出荷

受取
検収

搭載

ビルドアップ
（８割程度）

混
載

イ
ン
タ
ク
ト

ビルドアップ
（２割程度）

計量
搬出

インタクトは１階へ、混載貨物は２階へ
それぞれ搬入される。

○ インタクト輸送方式では、フォワーダーがＵＬＤビルドアップを行うことにより、航空会社上屋内における作業時間の短縮が
可能となる。（日本では全体の約２割程度）

○ 香港空港のＨＡＣＴＬ等に代表される共同上屋方式では、航空会社の上屋機能を一箇所に集約することにより、狭隘な空
港用地を有効に活用している。

フォワーダー上屋

梱包
・
ＵＬＤ

ビルドアップ

検収
・
通関

インタクト輸送方式

航空会社専用上屋方式

FWD上屋

FWD上屋

FWD上屋

FWD上屋

A/L上屋

A/L上屋

A/L上屋

A/L上屋

共同上屋方式

FWD上屋

FWD上屋

FWD上屋

FWD上屋

共同上屋

共同上屋方式

荷送人 ＨＡＣＴＬ

【３．オペレーション】 インタクト輸送方式と共同上屋方式

航空会社上屋

計量
・
搭載

ＵＬＤ
ビルドアップ梱包

従来型

インタクト
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４．アセット
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北海道

東北

関東甲信越

東海・北陸

近畿

中国・四国

九州・沖縄

成田
関空 中部

新千歳

○ 東日本圏では成田空港、西日本圏（近畿・中国・四国）では関西空港が、航空貨物の後背圏需要を取り込んでいる。

○ 中部空港は、中部圏（東海・北陸）においても、後背圏需要の取り込みは輸出３割、輸入５割に留まっている。

○ 北海道、九州においては、新千歳、福岡等、その地域における拠点的空港が後背圏の貨物需要を取り込んでいる。

那覇

福岡

資料：「平成17年度国際航空貨物動態調査」（国土交通省）
（各空港の利用シェアはトンベース）

関空：－関空：1%

その他：4％その他：2％

中部：－中部：－

成田：96％成田：97％

輸入輸出

関空：－関空：－

新千歳：53％新千歳：17％

中部：－中部：－

成田：47％成田：83％

輸入輸出

関空：4％関空：2％

その他：1％その他：1％

中部：－中部：1％

成田：95％成田：96％

輸入輸出

関空：14％関空：21％

中部：48％中部：29％

成田：38％成田：50％

輸入輸出

関空：90％関空：63％

その他：5％その他：7％

中部：－中部：9％

成田：5％成田：21％

輸入輸出

関空：89％関空：85％

その他：－その他：1％

中部：7％中部：1％

成田：4％成田：13％

輸入輸出

福岡：63％福岡：33％

関空：25％関空：32％

その他：2％その他：2％

中部：－中部：5％

成田：10％成田：28％

輸入輸出

【４．アセット】成田・関空・中部の国際航空貨物の後背圏

関空：26％関空：26％

その他：3％その他：4％

中部：10％中部：8％

成田：61％成田：62％

輸入輸出

全国計
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・年間発着能力は２万回増加（２０万回→２２万回）

・２０１０年３月 供用開始予定

成田空港の北伸事業

滑走路（3,500m)
旅客ﾀｰﾐﾅﾙﾋﾞﾙ

空港連絡橋

Ｎ

東
京
湾

多
摩
川

Ａ滑走路
3,000ｍ Ｃ滑走路

3,000ｍ

Ｂ滑
走路

2,50
0ｍ

連絡誘導路

第
１
旅
客

タ
ー
ミ
ナ
ル

第
２
旅
客

タ
ー
ミ
ナ
ル

国
際
線
地
区

新設滑走
路 2,500ｍ

・年間発着能力は再拡張前と比較して

２９．６万回（※）から４０．７万回に増加

（国際定期便を概ね３万回就航）

・２０１０年１０月 供用開始予定

（※）現在は、３０．３万回

羽田空港の再拡張事業

・羽田空港においては、成田空港が閉まっている深夜早朝時間帯（２３時～６時）において、騒音問題等に配慮しつつ、
貨物便、欧米便を含めた国際定期便を就航させる。
これに２４時間体制で対応するため、現在国際貨物ターミナルの整備など物流機能の完全２４時間化を鋭意推進中。

・羽田空港においては、成田空港の国際空港機能を補完するものとして、昼間時間帯に、供用開始時に概ね３万回の
国際旅客定期便（ベリ－貨物の搭載も可能）を就航。（路線については、これまでの距離の基準だけでなく、需要や路線の重要性も判断し、
羽田にふさわしい路線を、近いところから検討し、今後の航空交渉で確定。）

＜２０１０年１０月末以降＞

容量拡大後の、成田・羽田の両空港を一体的に運用することにより、
首都圏の航空物流機能の２４時間化を実現

【４．アセット】首都圏の空港容量の拡大と航空物流機能の２４時間化

○ ２０１０年の供用開始を目指し、成田空港の北伸事業と羽田空港の再拡張事業を推進中。

＜参考＞
関西空港・・・２００７年８月、第２滑走路の供用開始により完全２４時間利用可能となり、物流機能も概ね２４時間で対応している。完全２４時間化以降、

深夜貨物便、貨物量ともに着実に推移
中部空港・・・滑走路１本のため、週２日深夜に維持管理のため閉鎖している。深夜貨物便等の推進のため、将来に向けて完全２４時間化を促進
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５．スキーム
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成田空港 関西空港 中部空港

【注記事項】 各機関・施設の運用時間は平日のものであり、土日祝日は異なる。

○ 成田・関西・中部空港における各機関・施設の運用体制は、需要の増加に合わせて執務時間の延長等の対応がなされている。

【（参考）臨時開庁手数料】

●基本料金（NACCS使用）・・・・深夜帯：4,250円，その他：3,800円
●軽減措置 ・手数料軽減区域においては1/2に軽減（H16.4.１～）

・特例輸入者及び特定輸出者については1/4に軽減（H19.7.1～）
平成２０年４月より、全ての空港・港湾について廃止

【５．スキーム】 成田・関空・中部の２４時間運用体制

空港利用時間

輸出貨物上屋

　貨物受付時間

輸入貨物上屋

　貨物引渡時間

通関

植物検疫

動物検疫

食品検査

20 21 22 2316 17 18 1912 13 14 158 9 10 114 5 6 70 1 2 3

６時～２３時

２４時間

２４時間

８時３０分～２１時

８時３０分～２１時

６時～２４時

６時～翌２時
※開庁時間以外は、事前に相談の上対応は可能

※開庁時間以外は、事前に相談の上対応は可能

※開庁時間以外は、事前に相談の上対応は可能

空港利用時間

輸出貨物上屋

　貨物受付時間

輸入貨物上屋

　貨物引渡時間

通関

植物検疫

動物検疫

食品検査

20 21 22 2316 17 18 1912 13 14 158 9 10 114 5 6 70 1 2 3

２４時間

２４時間

８時３０分～２３時

６時～２４時

※開庁時間以外は、事前に相談の上対応は可能

２４時間

８時３０分～１９時３０分

空港利用時間

輸出貨物上屋

　貨物受付時間

輸入貨物上屋

　貨物引渡時間

通関

植物検疫

動物検疫

食品検査

20 21 22 2316 17 18 1912 13 14 158 9 10 114 5 6 70 1 2 3

２４時間

８時３０分～２１時３０分

７時～２３時

※開庁時間以外は、事前に相談の上対応は可能

２４時間

７時～２３時

９時～１７時

※開庁時間以外は、事前に相談の上対応は可能

２４時間 ２４時間

（週２日（４時間～５時間）滑走路閉鎖）

※開庁時間以外は、事前に相談の上対応は可能
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○深夜早朝・休日を活用した迅速な国際物流を実現する観点から、臨時開庁制度の見直しが実施されている。

○国際物流におけるセキュリティ確保と円滑化の両立を図るため、これまで、輸出入者、倉庫業者等に対するＡＥＯ制度として、簡
易申告制度、特定輸出申告制度及び特定保税承認制度が順次整備されている。

○現在、通関業者に加え、船会社、航空会社、フォワーダー等の運送者へのＡＥＯ制度の導入が進められている。

ＡＥＯ制度
（AEO：Authorized Economic Operators（認定事業者））

民間企業と税関のパートナーシップを通じて、
国際貿易における安全確保と円滑化の両立を図る制度

＜これまでの取り組み＞

以下のように、貨物のセキュリティ管理と法令遵守の体制が整備された事業者に対し、
特例措置を適用

・輸入者⇒ 【簡易申告制度】（平成１３年３月導入）
貨物の到着前の申告・許可、納税申告前の貨物引取等ができる制度

・輸出者⇒ 【特定輸出申告制度】（平成１８年３月導入）
貨物がどこにあっても、輸出申告を行い輸出の許可を受けることが
できる制度

・倉庫業者⇒ 【特定保税承認制度】（平成１９年１０月導入）
届出による新たな保税蔵置場の設置、許可手数料の軽減等が受けら
れる制度

＜平成２０年度改正＞

・利便性向上のための制度の改善
簡易申告制度について、必要な場合にのみ引取担保の提供をするものに改める 等

・ＡＥＯ制度の対象となる事業者の拡大
国際物流全体がカバーされるよう、通関業者に加え、船会社、航空会社、
フォワ－ダ－等の運送者へのＡＥＯ制度を導入

・いわゆる「保税搬入原則」の見直し
ＡＥＯ輸出者以外の一般の輸出者についても、一定の要件の下、保税地域に搬入す
る前に輸出申告を行えるようにする

臨時開庁制度

税関の執務時間（平日8:30～17:00）外において、臨時の執務を求める場合には、
税関長の承認を受け、一定の手数料（4,550円～950円）の納付を必要とする制度

＜これまでの取り組み＞

・通関需要に対応し、夜間・休日等にも税関職員が常駐
（成田空港、関西空港、中部空港については、２４時間常駐）

・臨時開庁手数料を２分の１に軽減（１９区域）
平成１９年７月より、ＡＥＯ輸出入者については、更に２分の１（本則の４分の１）に軽減

（軽減例：NACCS使用時）
基本手数料 1/2 1/4

深夜早朝帯（22～5時） ４，２５０円 ⇒２，１２５円 ⇒１，０６３円
その他執務時間外 ３，８００円 ⇒１，９００円 ⇒ ９５０円

＜平成２０年度改正＞

・臨時開庁手数料の廃止

・臨時開庁手続の簡素化
①税関長の指定する常駐時間帯においては、執務時間外であっても、臨時開庁申請
手続を廃止。したがって成田空港、関西空港、中部空港については、２４時間手続
は不要
②常駐時間帯以外における申請手続については、承認制から届出制へ移行

【５．スキーム】国際競争力強化のための通関手続の特例措置の拡充等


